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1. まえがき 
個 体 生 態 学 に お い て 、 Hannan & 

Freeman(1977)は、組織が環境の影響を受け選

択プロセスを通じて特定の形態が生き残ると

する密度依存理論を提唱した［1]。密度依存理

論は、ある領域における個体群の密度は一定に

保たれるというものである。Carroll & 

Hannan(1989)は、この理論を経営学に応用し、

業界内のプレイヤー数がある密度で一定に保

たれるとして、経営戦略に応用した場合、企業

の参入・撤退のタイミングやポジショニングの

指標として活用できるとしている［2]。 

本稿は、横浜市の建築業者を対象にして、経

営学における密度依存理論の実証を目的とし

ており、市場、プレイヤー、その密度、の定義

を再構築し効果を検証するものである［3］［4］。 

従来の密度依存理論に関する研究では、密度を

組織数として定義することが一般的である。実

際に、高瀬（2010）や大江（2021）は、組織の

密度依存レベルにおいて、産業に属する企業数

をもって「密度」を測定する方法が一般的に採

用されてきたと述べている[5][6]。両者の研究

でも、産業内の企業数を密度指標として用い、

組織集団の動態を分析している。このように、

組織数に基づく密度指標は研究上の標準的な

枠組みとして定着しているが、企業間の資本規

模や経営基盤の違いを十分に反映できていな

いのではないかと考えた。 

そこで本研究では、地域における企業の「数」

だけでなく、その規模感や経済的基盤を考慮し

た新たな密度指標として、加重密度を定義した。 

 

2. 先行研究 
 Carroll & Hannan（1989）は、資源環境の変

化に対して組織集団の密度が即時に調整され

るわけではなく、形成・成長・退出といった過

程を経るため、一定の時間的遅れが生じると指

摘している。高瀬（2010）は、倒産率に対する

競争の効果は、地域別に組織個体群の密度の大

きさに依存するとしている。また、鈴木（2012）

は、企業組織と組織個体群単位での長期存続シ

ステムに視野を広げ、生態学的アプローチを検

討した。その結果、組織個体群の存続について

は、業界内の資源配分の構造や体系が存続に関

係するとしている。 

 

3. 研究目的と分析対象 
本稿は、密度依存理論の実証を目的としてお

り、密度の定義を「仕事力/市場規模」とする。

そして、新たに定義した密度と先行研究で一般

的に使われている組織数を密度とした定義の

比較検証を行っていく。各年の密度は、その年

の2年前から4年前までの工事費用額の平均値

を市場規模として用いて算出した。 

 

密度 = 仕事力 / 市場規模      (式1) 

 

仕事力： 地域における建設業者の資本金の中

央値に企業数を掛け合わせた値 

市場規模：2-4年前の工事費用額の平均 

 

 例えば、2025年の密度は2021～2023年の工事

費用額の平均値を基に計算している。Carroll 

& Hannan(1989)は、資源環境の変化に対して組

織集団の密度が即時に調整されるわけではな

く、形成・成長・退出といった過程を経るため、

一定の時間的遅れが生じると述べている。また、

国土交通省[7]では、「工事着手から工事完成ま

での期間が長く、複数年度にわたる工事につい

ては、債務負担行為の積極的な活用等の措置を

講ずる」と述べられていた。このことから、公

共建築工事では複数年度に及ぶ工期が想定さ

れていることが分かる。よって、本研究で2年

のラグを設定したことは、建設業の実務的特性
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にも整合的であると考えられる。この遅延効果

を考慮し、分析対象年の2〜4年前の工事費用額

の平均を用いることで、実際の組織密度が反映

する資源環境のラグを適切に補正している。 

 本稿では、密度依存理論の枠組みに基づき、

2022 年から 2025 年までのデータを用いて分

析を行った。分析対象は、2023 年時点で全政

令指定都市の中で最も人口が多い横浜市であ

る［8］。横浜市は 18の行政区で構成されて

おり、本研究ではこれら18区をフィールドと

して設定した。対象とする企業は、建築一式

工事に従事する一般建設業者のうち、神奈川

県知事許可を取得している企業とし、分析対

象企業数は 2,266社であった。 

 

4. 分析手順 
本研究では、2022年から2025年の4年間のデ

ータを用い、横浜市18区における建設業者の密

度と企業撤退数の関係を分析した。また、年度

ごとに企業数や資本金を集計した。使用データ

は、神奈川県建設業許可業者名簿および横浜市

統計書を基礎資料とし、地域単位で整理して分

析に用いた。分析にはPythonとRを使用した。 

分析の手順は以下のとおりである。まず、各

年について2種類の密度指標を算出した。 

第一に、本研究で新たに定義した密度（以下、

加重密度）である。これは、各地域の「仕事力」

を分子とし、市場規模を分母として算出したも

のである。ここでいう仕事力とは、各地域にお

ける建設業者の資本金の中央値に企業数を掛

け合わせた値であり、地域全体の経済的生産力

を示す指標である。資本金の中央値を採用した

理由は、平均値を用いると一部の大規模企業に

よる外れ値の影響を受けやすく、地域特性を適

切に反映できないためである。市場規模につい

ては、当該年の2年前から4年前までの工事費用

額の平均値を用いた。たとえば、2025年の密度

は2021～2023年の工事費用額の平均値でスケ

ール化して算出した。このように、資源変化に

対して組織集団の密度が即時に反応せず、形

成・成長・退出のプロセスを経て調整されると

するCarroll & Hannan（1989）の指摘を踏まえ、

時間的な遅れを考慮した算出方法を採用した。 

第二に、先行研究で一般的に用いられてきた

密度（以下、総数密度）を算出した。これは、

各地域の企業数を密度としたものである。従来

の研究では、密度は単純に「組織数」で表され

ることが多いため、本研究ではこの指標を用い

て比較検証を行うこととした。これにより、資

本力を考慮した「加重密度」と、単純な企業集

積度としての「総数密度」の双方から地域の特

徴を評価できるようにした。次に、撤退数を被

説明変数（目的変数）として、2種類の密度を

説明変数とするトービット回帰分析を行った。

撤退数は0未満を取らない制約変数であり、通

常の線形回帰分析では誤差分布の仮定が満た

されにくいため、左側検閲データに対応可能な

トービットモデルを採用した。分析では、撤退

数と加重密度の関係、撤退数と総数密度の関係、

の2つのモデルを推定した。さらに、サンプル

数の拡張および結果の頑健性を確認するため、

モンテカルロ法を用いた。実データを基に乱数

を発生させ、データ数を1,000件に増加させて

再度トービット回帰分析を行い、両モデルにお

表 1：加重密度と撤退数の関係 

変数 推定値(TOBIT*1) 標準誤差 

(定数項) 3.250 * 1.510 

density 9.032  5.992 

Log(scale) 1.278 *** 0.099 

補足統計量：観測数=54、Left-censored=2、

Uncensored=52、Log-likelihood=-142.8、Wald

統計量=2.272（p=0.13172）、Scale=3.59 

注1：左側打切りを0としたトービットモデル。 

有意確率：***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05 

 

表 2：モンテカルロ法を用いた 

加重密度と撤退数の関係 

変数 推定値(TOBIT*1) 標準誤差 

(定数項) 3.386 *** 0.338 

density 8.046 *** 1.350 

Log(scale) 1.259 *** 0.023 

補足統計量：観測数=1000、Left-censored=36、

Uncensored=964、Log-likelihood=-2628、Wald

統計量=35.49（p=2.56e-09）、Scale=3.524 

注1：左側打切りを0としたトービットモデル。 

有意確率：***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05 

 

 
図 1：モンテカルロ法を用いた 

加重密度と撤退数の関係を表した回帰直線 
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ける推定値の安定性と一貫性を検証した。この

手順により、観測値の少なさに起因する推定誤

差を抑え、密度定義の違いによる影響をより信

頼性高く評価できるようにした。以上の手順に

より、各地域の密度を2種類の指標から算出し、

各密度が企業撤退行動に及ぼす影響を定量的

に検証した。 

 
5. 分析結果と考察 
本章では、横浜市18区を対象に推定したトー

ビット回帰分析の結果（表1〜4）に基づき、密

度と撤退数の関係を検討する。まず、表1に示

した本研究で定義した加重密度（＝仕事力／市

場規模）と撤退数の関係をみると、実観測デー

タに基づく推定では、密度係数は正（9.032）

だが有意水準5%では統計的有意に達しなかっ

た（p=0.131）。一方で、表2に示したモンテカ

ルロ法によりサンプルを1,000件へ拡張した再

分析では、密度係数は8.046となり、1%水準で

有意（p=2.56e-09）となった。すなわち、観測

数が限られる実データでは有意性が捉えにく

いものの、観測値の少なさに起因する推定誤差

を抑えた条件下では、加重密度が高い地域ほど

撤退数が増えるという関係が明確に表れる。こ

の結果は、一定の集積が正当性を通じて参加を

促す一方、過密域では競争効果が正当性の効果

よりも強まって退出を誘発するという密度依

存理論の基本命題と整合的である。加えて、加

重密度は分子に資本金情報を含むため、単なる

企業数では捉えにくい資本集積の状態を反映

させた指標として機能していると解釈できる。 

次に、表3に示した先行研究で一般的に使用

される総数密度（＝企業数／市場規模）と撤退

数の関係をみると、実観測データにおいても密

度係数は0.054、1％水準で有意（p=7.49e-08）

であり、表4に示したモンテカルロ法を用いた

場合でも同程度の係数（0.054）で極めて強い

有意性が維持された（p<2.22e-16）。この一貫

した結果は、企業数の過密それ自体が撤退を増

やす「競争効果」を強く裏づける。とりわけ、

総数密度は資本金などの要素を持たない素朴

な密度であるにも関わらず、実データ段階から

明確に有意であることは、量的過密の影響が地

域の退出行動に対して強く、かつ広範に現れて

いることを示唆する。両指標の比較から得られ

る含意は次の通りである。第一に、符号はいず

れも正で一致しており、密度が高いほど撤退が

増える関係が共通して観測される。第二に、有

意性の現れ方に差がある。総数密度は実データ

段階で強い有意性を示したのに対し、加重密度

は拡張サンプルで有意となった。この違いは、

企業数と定義した密度は地域間の粗い量的差

を強く拾うため小標本でも検出力が高い一方、

加重密度は資本金の歪度や地域ごとの分散に

敏感で、小標本では標準誤差が膨らみやすいこ

とに起因する可能性がある。モンテカルロ法を

用いた分析で加重密度が有意化したことは、資

本構成を織り込んだ密度概念にも独自の説明

力があることを示す。つまり、「どれだけ集ま

っているか（量）」に加えて、「どれだけ強い

プレイヤーが集まっているか（質）」も退出行

動に関わるという、現場感覚に整合的な結果で

あると考えられる。モデル適合度の観点でも、

モンテカルロ法を用いた後はいずれのモデル

表 3：総数密度と撤退数の関係 

変数 推定値(TOBIT*1) 標準誤差 

(定数項) -1.842  1.409 

density 0.054 *** 0.010 

Log(scale) 1.082 *** 0.098 

補足統計量：観測数=54、Left-censored=2、

Uncensored=52、Log-likelihood=-132.2、Wald

統計量=28.93（p=7.49e-08）、Scale=2.952 

注1：左側打切りを0としたトービットモデル。 

有意確率：***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05 

 

表 4：モンテカルロ法を用いた 

総数密度と撤退数の関係 

変数 推定値(TOBIT*1) 標準誤差 

(定数項) -1.985 *** 0.316 

density 0.054 *** 0.002 

Log(scale) 1.063 *** 0.023 

補足統計量：観測数=1000、Left-censored=42、

Uncensored=958、Log-likelihood=-2423、Wald

統計量=581.4（p=<2.22e-16）、Scale=2.896 

注：左側打切りを0としたトービットモデル。 

有意確率：***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05 

 

 
図 2：モンテカルロ法を用いた 

総数密度と撤退数の関係を表した回帰直線 
 

— 676 —



でもp値が0.05を下回る結果となり、推定の安

定性が確認された。総数密度モデルの適合は極

めて良好で、量的過密の影響が広範な地域に共

通して作用していることを示す。加重密度の分

析で統計的な有意性が確認されたことは、資本

金を多く抱える企業などが集まる地域は競争

効果が高くなる傾向を示している。この傾向は、

組織数の多寡ではなく、資源を奪い合う競争の

「質」という視点から、組織の動態を分析する

上で重要だと考えられる。 

以上のことから、横浜市18区の2022〜2025

年データに基づく本分析は、総数密度について

は実観測段階から安定した正の関係（高密度＝

撤退増）を示し、加重密度についてはモンテカ

ルロ法を用いたことにより同様の関係が統計

的に明確となったことを示した。理論的には、

組織数の増加に伴う市場の変化のプロセスが

裏付けられた。組織が増えることで正当性が優

勢になる低、中密度域が、地域の資源量に対す

るプレイヤーの「量」と「質」の両方の増加を

通じて進行することで、最終的に競争効果が上

回る高密度域へと移行することが示された。し

たがって、退出リスクは単なる事業者数の多寡

のみならず、資本力の高い事業者がどの程度集

積しているかにも依存する、という含意が導か

れる。量と質の二軸で密度を把握する本稿は、

地域密着型建設市場の競争構造をより実態に

近い形で捉えるうえで有用である。さらに、鈴

木（2012）が指摘するように、業界内における

資源配分の構造や体系は企業の存続と密接に

関係しており、資本力の大きい企業が集積する

地域ほど競争効果が強まる傾向にあると考え

られる。したがって、企業規模を考慮した加重

密度は、単に企業数のみで構成される総数密度

よりも、地域の競争構造をより正確に把握でき

る指標であると考えた。 

 
6. まとめと今後の課題 
本研究では、横浜市18区の一般建設業者を対

象に、2022～2025年のデータを用いて地域の加

重密度・総数密度と企業撤退数の関係を分析し

た。その結果、いずれの密度も高い地域ほど撤

退数が多い傾向が確認された。特に、モンテカ

ルロ法を用いた分析では加重密度が統計的に

有意となり、企業の資本力を考慮することで撤

退の増加をより明確に説明できることが示さ

れた。これにより、企業数だけでなく資本力を

含めた「仕事力」の集積が撤退を左右すること

が明らかとなり、地域の競争構造を捉えるうえ

で加重密度の有効性が示された。今後は、地域

の特性が競争環境に与える影響を比較分析し、

長期的な視点から組織集団の進化を検証する

ことで、密度依存理論への理論的貢献をさらに

深めていきたい。 
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